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令和５年１２月定例会議案目次 

 

議 案 番 号              件          名 

議第７４号  令和５年度山形市一般会計補正予算 

議第７５号  令和５年度山形市国民健康保険事業会計補正予算 

議第７６号  令和５年度山形市後期高齢者医療事業会計補正予算 

議第７７号  令和５年度山形市介護保険事業会計補正予算 

議第７８号  令和５年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計補正予算 

議第７９号  令和５年度山形市公設地方卸売市場事業会計補正予算 

議第８０号  令和５年度山形市農業集落排水事業会計補正予算 

議第８１号  指定管理者の指定について（山寺芭蕉記念館） 

議第８２号  指定管理者の指定について（最上義光歴史館） 

議第８３号  指定管理者の指定について（総合スポーツセンターほか１３の体育施設） 

議第８４号  指定管理者の指定について（蔵王体育館及び蔵王ジャンプ台） 

議第８５号  指定管理者の指定について（総合福祉センター） 

議第８６号  指定管理者の指定について（漆山やすらぎ荘） 

議第８７号  指定管理者の指定について（大曽根さわやか荘） 

議第８８号  指定管理者の指定について（黒沢いこい荘） 

議第８９号  指定管理者の指定について（斎場及び霊柩車） 

議第９０号  指定管理者の指定について（山形国際交流プラザ） 

議第９１号  指定管理者の指定について（産業歴史資料館） 

議第９２号  指定管理者の指定について（観光案内センター） 

議第９３号  指定管理者の指定について（農業研修センター） 

議第９４号  山形市農業集落排水事業の設置等に関する条例の設定について 

議第９５号  山形市部設置条例の一部改正について 

議第９６号  山形市手数料条例の一部改正について 

議第９７号  山形市総合福祉センター条例の一部改正について 

議第９８号  山形市水道給水条例の一部改正について 

 



















































議第８１号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山寺芭蕉記念館 
公益財団法人山形市文化

振興事業団 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

山寺芭蕉記念館の管理を公益財団法人山形市文化振興事業団に行わせるため、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８２号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

最上義光歴史館 
公益財団法人山形市文化

振興事業団 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

最上義光歴史館の管理を公益財団法人山形市文化振興事業団に行わせるため、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８３号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市総合スポーツセンター 

公益財団法人山形市スポー

ツ協会 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

南部体育館 

江南体育館 

福祉体育館 

鋳物町運動広場 

鋳物町庭球場 

流通センター野球場 

流通センター庭球場 

西部運動広場 

西部庭球場 

立谷川運動広場 

北市民プール 

みなみ市民プール 

山形市弓道場 

 

 

理 由 

総合スポーツセンターほか１３施設の管理を公益財団法人山形市スポーツ協会に行わせるた

め、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８４号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

蔵王体育館 
蔵王温泉観光協会 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 蔵王ジャンプ台 

 

 

 

理 由 

蔵王体育館及び蔵王ジャンプ台の管理を蔵王温泉観光協会に行わせるため、地方自治法第 

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 

 



議第８５号 

 

指定管理者の指定について                             

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘  

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市総合福祉センター 
社会福祉法人山形市社会福

祉協議会 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

総合福祉センターの管理を社会福祉法人山形市社会福祉協議会に行わせるため、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８６号 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

漆山やすらぎ荘 社会福祉法人山形市社会福

祉協議会 
令和６年４月１日から 
令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

漆山やすらぎ荘の管理を社会福祉法人山形市社会福祉協議会に行わせるため、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８７号 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

大曽根さわやか荘 大曽根さわやか荘福祉の会 令和６年４月１日から 
令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

大曽根さわやか荘の管理を大曽根さわやか荘福祉の会に行わせるため、地方自治法第２４４

条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８８号 

 

指定管理者の指定について  

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

黒沢いこい荘 社会福祉法人友愛会 令和６年４月１日から 
令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

黒沢いこい荘の管理を社会福祉法人友愛会に行わせるため、地方自治法第２４４条の２第６

項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第８９号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市斎場及び山形市霊柩車 やまがた斎苑管理グループ 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

斎場及び霊柩車の管理をやまがた斎苑管理グループに行わせるため、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第９０号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形国際交流プラザ 
一般財団法人山形コンベン

ションビューロー 

令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

山形国際交流プラザの管理を一般財団法人山形コンベンションビューローに行わせるため、

地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第９１号 

 

指定管理者の指定について                             

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市産業歴史資料館 山形鋳物工業団地協同組合 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

産業歴史資料館の管理を山形鋳物工業団地協同組合に行わせるため、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第９２号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 

する団体の名称 
指定の期間 

山形市観光案内センター 一般社団法人山形市観光協会 
令和６年４月１日から 

令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

観光案内センターの管理を一般社団法人山形市観光協会に行わせるため、地方自治法第  

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第９３号 

 

指定管理者の指定について 

 

次のとおり、指定管理者を指定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 
指定管理者に管理を行 
わせる公の施設の名称 

指定管理者に指定 
する団体の名称 指定の期間 

 
山形市農業研修センター 

 

一般社団法人山形市農業振

興公社 
令和６年４月１日から 
令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

理 由 

農業研修センターの管理を一般社団法人山形市農業振興公社に行わせるため、地方自治法第

２４４条の２第６項の規定により、議決を求めようとするものである。 



議第９４号 

 

山形市農業集落排水事業の設置等に関する条例の設定について 

 

山形市農業集落排水事業の設置等に関する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市農業集落排水事業の設置等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、この市の農村集落における生活環境の改善及び農業用用排水の水質保全

を図るため、農業集落排水事業の設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 排水処理施設 汚水を排除するための排水管、汚水桝
ます

その他の施設（排水設備を除く。）

及び汚水を浄化するための処理施設（以下「汚水処理施設」という。）の総体をいう。 

⑵ 汚水 し尿及び生活雑排水をいう。 

⑶ 排水設備 排水処理施設の処理区域内の建築物から排出される汚水を当該排水処理施設

に流入させるために必要な排水管、汚水桝その他の設備をいう。 

（設置） 

第３条 この市に農業集落排水事業を設置する。 

２ 農業集落排水事業を行うため、排水処理施設を設置し、その名称及び汚水処理施設の位置

は、別表のとおりとする。 

（法の規定の適用） 

第４条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）第２条第３項及

び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１条第２項の規定により、農業集

落排水事業に法第２条第２項に規定する財務規定等を適用する。 



（経営の基本） 

第５条 農業集落排水事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進する

ように運営されなければならない。 

２ 農業集落排水事業の規模は、次のとおりとする。 

⑴ 処理区域 別表の名称の欄に掲げる排水処理施設ごとにそれぞれ同表の処理区域の欄に

掲げる区域とする。 

⑵ 計画処理人口 ７，３６０人 

⑶ 計画１日最大処理水量 ２，４２３立方メートル 

（重要な資産の取得及び処分） 

第６条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない農業集落排水事業の用に

供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法による譲

渡にあっては、その適正な見積価額）が２千万円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しく

は譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地については１件５千平方メートル以上のものに係

るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは譲渡とする。 

（会計事務の処理） 

第７条 法第３４条の２ただし書の規定により、農業集落排水事業の出納その他の会計事務（公

金の支払に関する事務を除く。）に係る権限は、会計管理者に行わせるものとする。 

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 農業集落排水事業の業務に関し法第４０条第２項の規定により条例で定めるものは、

負担付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が２千万円以上のもの及び

法律上市の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が５０万円（交通事故に

係るものにあっては、自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７号）に定める保険金最

高限度額）を超えるものとする。 

（業務状況説明書類の作成） 

第９条 市長は、法第４０条の２第１項の規定により、農業集落排水事業の業務の状況を説明

する書類（以下「説明書」という。）を、毎事業年度４月１日から９月３０日までの分につ

いては１１月３０日までに、１０月１日から３月３１日までの分については５月３１日まで

に作成しなければならない。 

２ 説明書には、次に掲げる事項のほか、１１月３０日までに作成する説明書においては前事

業年度の決算の状況を、５月３１日までに作成する説明書においては同日の属する事業年度



の予算の概要を記載しなければならない。 

⑴ 事業の概況 

⑵ 経理の状況 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、農業集落排水事業の経営状況を明らかにするため市長が必

要と認める事項 

３ 天災その他やむを得ない事故により、第１項に規定する期日までに説明書を作成すること

ができなかった場合においては、市長は、事故等がやんだ後、速やかにこれを作成しなけれ

ばならない。 

（供用開始の告示） 

第１０条 市長は、排水処理施設の供用を開始しようとするときは、あらかじめ排水処理施設

の名称、処理区域及び供用開始の期日その他必要な事項を告示しなければならない。告示し

た事項を変更しようとするときも同様とする。 

（排水設備の設置及び管理） 

第１１条 排水処理施設の供用が開始された場合においては、当該排水処理施設の処理区域内

の建築物の所有者は、当該建築物に排水設備を設置し、及び管理しなければならない。ただ

し、規則で定める建築物については、この限りでない。 

（排水設備の計画の確認） 

第１２条 排水設備の新設、増設又は改造（以下「新設等」という。）を行おうとする者は、

その計画が規則で定める排水設備の設置及び構造の技術上の基準に適合するものであること

について、あらかじめ市長の確認を受けなければならない。ただし、規則で定める軽易な修

繕工事については、この限りでない。 

２ 前項本文の規定は、同項の確認を受けた計画の内容の変更（規則で定める軽微な変更を除

く。）をしようとする場合について準用する。 

（排水設備の工事の実施） 

第１３条 排水設備の新設等の工事は、排水設備の工事に関し技術を有する者として市長が指

定した者でなければ、行うことができない。 

（排水設備の工事の検査） 

第１４条 排水設備の新設等（第１２条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）

の確認を受けた計画に係るものに限る。）を行った者は、その工事が完了したときは、その

日から５日以内に市長に届け出て、検査を受けなければならない。 



（使用開始等の届出） 

第１５条 排水処理施設の使用を開始し、休止し、若しくは廃止し、又は休止した排水処理施

設の使用を再開しようとする者は、あらかじめその旨を市長に届け出なければならない。 

（使用者の変更の届出） 

第１６条 使用者（前条の規定により排水処理施設の使用の開始又は使用の再開について市長

に届け出た者をいう。以下同じ。）に変更が生じたときは、新たに使用者となるべき者は、

速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（排除の制限） 

第１７条 使用者は、雨水を排水処理施設に排除してはならない。 

２ 使用者は、土砂、ごみ、油類、農薬その他排水処理施設の機能を妨げ、又は損傷させるお

それのあるものを排水処理施設に排除してはならない。 

３ 使用者は、し尿を排水処理施設に排除するときは、水洗便所によりこれを行わなければな

らない。 

（使用料の徴収） 

第１８条 市長は、使用者から使用料を徴収する。 

２ 前項の使用料（以下「使用料」という。）は、納入通知書により毎月徴収する。 

３ 使用料の納期は、市長が別に定める。 

（使用料の算定方法） 

第１９条 使用料は、次の表により算定した世帯均等割及び世帯員割の合計額に消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する消費税の額に相当する額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）に規定する地方消費税の額に相当する額を加えた額（その額に１円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。 

区分 単位 金額（月額） 

世帯均等割 １世帯につき １,１８０円

世帯員割 世帯員１人につき ３８０円

２ 世帯員割は、毎年４月１日現在の世帯員数をもって算定する。 

３ 前項の規定にかかわらず、年の中途において排水処理施設の使用を開始する場合の世帯員

割は、第１５条の規定による届出があった日の世帯員数をもって算定する。 

４ 第１項の規定にかかわらず、事業所その他の一般家庭以外の使用者が排水処理施設を使用

する場合の使用料については、排水処理施設の使用の実態を勘案して市長が別に定める。 

５ 月の中途において排水処理施設の使用を開始し、休止し、若しくは廃止し、又は休止した



排水処理施設の使用を再開した場合におけるその月の使用料は、１か月分として算定する。 

（届出がない場合の使用料） 

第２０条 使用者が排水処理施設の使用を休止し、又は廃止した場合であってもその届出がな

いときは、使用料を徴収する。 

（使用料の減免） 

第２１条 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、使用料を減額し、又は免

除することができる。 

（督促及び延滞金） 

第２２条 市長は、使用者が納期限までに使用料を納付しないときは、督促状を発しなければ

ならない。 

２ 前項の督促状に指定すべき納付の期限は、その発行の日から１５日以内とする。 

３ 市長は、使用者が第１項の納期限までに使用料を納付しないときは、延滞金を徴収する。 

４ 延滞金の額及び徴収方法等については、この市の市民税の例による。 

（過料） 

第２３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、５万円以下の過料を科すること

ができる。 

⑴ 第１２条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定による確認を受け

ないで排水設備の新設等を行った者 

⑵ 第１７条の規定に違反した者 

第２４条 市長は、偽りその他不正な手段により使用料の徴収を免れた者に対し、その徴収を

免れた額の５倍に相当する額（当該５倍に相当する額が５万円を超えない場合にあっては、

５万円）以下の過料を科することができる。 

（分担金） 

第２５条 農業集落排水事業（排水処理施設の整備に係るものに限る。）に要する費用に充て

るために地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２４条の規定に基づき徴収する分担金

については、別に条例で定める。 

（委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（山形市農業集落排水処理施設設置及び管理等に関する条例の廃止） 

２ 山形市農業集落排水処理施設設置及び管理等に関する条例（平成元年市条例第３８号）は、

廃止する。 

（山形市農業集落排水処理施設設置及び管理等に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 施行日前に前項の規定による廃止前の山形市農業集落排水処理施設設置及び管理等に関す

る条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされ

たものとみなす。 

（山形市特別会計条例の一部改正） 

４ 山形市特別会計条例（昭和３９年市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第１条第９号を削る。 

（山形市特別会計条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 施行日前に前項の規定による改正前の山形市特別会計条例第１条第９号に規定する山形市

農業集落排水事業会計に属する債権その他財産及び債務並びに出納閉鎖後の歳計剰余金は、

法第１７条の規定により設ける農業集落排水事業に係る特別会計に引き継ぐものとする。 

（山形市農業集落排水処理施設整備事業分担金徴収条例の一部改正） 

６ 山形市農業集落排水処理施設整備事業分担金徴収条例（昭和６２年市条例第３号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「この市が施行する農業集落排水処理施設整備事業」を「山形市農業集落排水事

業の設置等に関する条例（令和５年市条例第 号）第２５条の規定に基づき、同条に規定す

る農業集落排水事業」に改める。 

別表（第３条、第５条関係） 

名称 汚水処理施設の位置 処理区域 

宝沢農業集落排水

処理施設 

山形市大字下宝沢字五

度坂３８５番８ 

山形市大字上宝沢及び大字下宝沢 

中里農業集落排水

処理施設 

山形市大字中里字行檀

２３番 

山形市大字中里、大字下東山の一部（村山

高瀬川の左岸の地域）及び大字風間の一部 

藤沢農業集落排水

処理施設 

山形市大字若木字並柳

３５３１番２ 

山形市大字常明寺及び大字若木 

上野農業集落排水

処理施設 

山形市蔵王半郷字南山

１１２０番１ 

山形市蔵王上野及び蔵王堀田 

双葉農業集落排水

処理施設 

山形市大字門伝字堰下

１５９５番 

山形市大字門伝の一部 



漆房農業集落排水

処理施設 

山形市大字長谷堂字漆

房４６０４番３ 

山形市大字長谷堂の一部 

山田農業集落排水

処理施設 

山形市蔵王山田字本郷

１３６６番２ 

山形市蔵王山田 

東山農業集落排水

処理施設 

山形市大字大森字南屋

敷添５７番１ 

山形市大字下東山の一部（村山高瀬川の右

岸の地域）、大字上東山、大字切畑及び大

字高沢 

 

 

 

理 由 

農業集落排水事業について、地方公営企業法に基づく財務規定等を適用し、公営企業会計に

移行しようとするものである。 

 

 



議第９５号 

 

山形市部設置条例の一部改正について 

 

山形市部設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市部設置条例の一部を改正する条例 

山形市部設置条例（昭和３４年市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条企画調整部の項中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、第８号

を第７号とし、第９号を削り、同項の次に次の１項を加える。 

文化スポーツ部 

⑴ 文化振興に関する事項 

⑵ スポーツの振興に関する事項 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （山形市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

２ 山形市スポーツ推進審議会条例（昭和３７年市条例第１８号）の一部を次のように改正す

る。 

第９条中「企画調整部」を「文化スポーツ部」に改める。 

 （山形市郷土館運営協議会条例の一部改正） 

３ 山形市郷土館運営協議会条例（平成３年市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「企画調整部」を「文化スポーツ部」に改める。 

 

理 由 

 文化及びスポーツの振興に関する事務を所掌する部を新たに設置しようとするものである。 



議第９６号 

 

山形市手数料条例の一部改正について 

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市手数料条例の一部を改正する条例 

山形市手数料条例（昭和２６年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項の表中 
「     

 印鑑に関する証明 ７の項  を 

   」  

「     

 個人の所得に関する証明 ２の項  
に改める。 

 印鑑に関する証明 ７の項  

   」  

附 則  

この条例は、規則で定める日から施行する。 

 

 

 

理 由 

証明書交付サービスを利用した場合における個人の所得に関する証明書の交付手数料を減額

しようとするものである。 

 



議第９７号 

 

   山形市総合福祉センター条例の一部改正について 

 

 山形市総合福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和５年１１月３０日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

   山形市総合福祉センター条例の一部を改正する条例 

 山形市総合福祉センター条例（平成７年市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 別表１体育ホールの表に備考として次のように加える。 

備考 体育ホールの使用者が冷暖房を使用した場合は、実費の範囲内で別に定める冷暖房料 

を徴収するものとする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

   理 由 

 総合福祉センターの体育ホールを使用する場合の冷暖房料の徴収について、規定の整備をし

ようとするものである。 



 
 

議第９８号 

 

山形市水道給水条例の一部改正について 

 

山形市水道給水条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和５年１１月３０日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市水道給水条例の一部を改正する条例 

山形市水道給水条例（昭和３３年市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

水道法の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 


